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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】耐熱変色性、特に白紙部の耐熱変色性に優れ、更に表面強度が改善された感熱記
録体を提供する。
【解決手段】支持体、この支持体上に設けられた、顔料とバインダーとを主成分として含
有し、更にカチオン性物質を含有する下塗り層、この下塗り層上に設けられた、無色ない
し淡色の電子供与性ロイコ染料と電子受容性顕色剤とを主成分として含有する感熱記録層
、を有する感熱記録体において、この下塗り層が含有する顔料が、紡錘形状の一次粒子が
放射状に凝集して二次粒子を形成して成るロゼッタ型軽質炭酸カルシウムであり、その嵩
密度が２４０ｇ／Ｌ以下であることを特徴とする感熱記録体。本発明において、このカチ
オン性物質は、エピクロロヒドリン系樹脂である。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
支持体、該支持体上に設けられた、顔料とバインダーとを主成分として含有し、更にカチ
オン性物質を含有する下塗り層、及び該下塗り層上に設けられた、無色ないし淡色の電子
供与性ロイコ染料と電子受容性顕色剤とを主成分として含有する感熱記録層、を有する感
熱記録体であって、該下塗り層が含有する顔料が、紡錘形状の一次粒子が放射状に凝集し
て二次粒子を形成して成るロゼッタ型軽質炭酸カルシウムであり、その嵩密度が２４０ｇ
／Ｌ以下であり、該カチオン性物質がエピクロロヒドリン系樹脂である感熱記録体。
【請求項２】
前記下塗り層に含まれるバインダーが水溶性樹脂と非水溶性樹脂とから成り、水溶性樹脂
／非水溶性樹脂の重量比が３５／１００以下である請求項１に記載の感熱記録体。
【請求項３】
前記水溶性樹脂がポリビニルアルコール類である請求項２に記載の感熱記録体。
【請求項４】
前記非水溶性樹脂がスチレン－ブタジエン系樹脂である請求項２又は３に記載の感熱記録
体。
【請求項５】
前記ロゼッタ型軽質炭酸カルシウムが、前記下塗り層が含有する全顔料の７０重量％以上
である請求項１～４のいずれか一項に記載の感熱記録体。
【請求項６】
前記エピクロロヒドリン系樹脂がポリアミドエピクロロヒドリン樹脂又はポリアミンエピ
クロロヒドリン樹脂である請求項１～５のいずれか一項に記載の感熱記録体。
【請求項７】
前記下塗り層中のエピクロロヒドリン系樹脂の含有量が、ロゼッタ型軽質炭酸カルシウム
１００重量部に対し０．５～３．０重量部である請求項１～６のいずれか一項に記載の感
熱記録体。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明は、無色ないし淡色の電子供与性ロイコ染料（以下、「ロイコ染料」ともいう
。）と電子受容性顕色剤（以下、「顕色剤」ともいう。）との発色反応を利用した感熱記
録体であって、耐熱変色性、特に白紙部の耐熱変色性に優れると共に、表面強度が改善さ
れた感熱記録体に関する。
【背景技術】
【０００２】
　一般に、感熱記録体は通常無色ないし淡色のロイコ染料とフェノール性化合物等の顕色
剤とを、それぞれ微細な粒子に磨砕分散した後、両者を混合し、バインダー、充填剤、感
度向上剤、滑剤及びその他の助剤を添加して得られた塗液を、紙、合成紙、フィルム、プ
ラスチック等の支持体に塗工したものであり、様々な記録媒体として広範囲に使用されて
いる。
　近年、このような感熱記録体は、ファクシミリ、コンピューターの端末プリンター、自
動券売機、計測用レコーダー等に使用されている。さらに、感熱記録体の用途は、各種チ
ケット用、レシート用、ラベル用、銀行のＡＴＭ用、ガスや電気の検針用、車馬券等の金
券用などにも拡大してきており、これまで以上の過酷な条件、例えば、真夏の車内の高温
状態などの環境下における画像部及び白紙部の保存性が必要とされてきている。このよう
な問題を解決するために、顕色剤や染料及び保護層の構成などが検討されている（特許文
献１～３等）。
　また、支持体と感熱記録層との間に無機顔料やプラスチック粒子を含有する下塗り層を
設けて、記録感度や印字走行性を改善することも提案されている（特許文献４、５等）。
【先行技術文献】
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【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開平１０－８６５２９
【特許文献２】特開２００８－６７３９
【特許文献３】特開２０１０－９４９８６
【特許文献４】特開平０５－１６２４４６
【特許文献５】特開２０１２－０７６２２８
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　従来、感熱記録体の耐熱変色性、特に白紙部の耐熱変色性を改善するためには、上述の
とおり主に顕色剤や染料及び保護層の構成などが検討されてきているが（特許文献１～３
等）、本発明者らは、支持体と感熱記録層との間に下塗り層を設けて、下塗り層の構成に
より感熱記録体の耐熱変色性を改善することを検討した結果、感熱記録体の支持体と感熱
記録層との間に下塗り層を設け、この下塗り層に、顔料として紡錘形状の一次粒子が放射
状に凝集して二次粒子を形成し、特徴あるロゼッタ型形状を有する軽質炭酸カルシウムを
含有させ、その嵩密度を特定の嵩密度に限定することによって、感熱記録体の耐熱変色性
、特に白紙部の耐熱変色性が改善されることを見出した（国際公開ＷＯ２０１５／１４１
４９７）。
　本発明で使用するロゼッタ型軽質炭酸カルシウムは、特定の形状と嵩密度を有しており
、このような顔料を含有する下塗り層は、支持体側からの感熱記録層への熱の伝達を効果
的に阻害するため、高温環境で保管しても感熱記録層への熱の伝達が軽減され、耐熱変色
性が優れると考えられる（後述の参考例２及び３に対する参考例１（表１）を参照された
い。）。
　また、下塗り層がこのような顔料を含有すると、下塗り層や隣接する感熱記録層に含ま
れる材料に対して特有の吸収性能を示すと考えられる。例えば、感熱記録層に含まれる発
色材料、特に顕色剤が印字時のサーマルヘッドによる加熱により溶融した後に、発色に関
与し得ない、即ちロイコ染料との化学反応機会が得られず余剰となった顕色剤が下塗り層
に吸収されると考えられる。その結果、サーマルヘッドにカスが付きにくくなり、印字走
行性（耐ヘッドカス性）が向上するものと考えられる。また、このような下塗り層に含ま
れるバインダーの発現にも影響すると考えられる（後述の参考例２及び３に対する参考例
１（表１）を参照されたい。）。
　本発明者らは、このような下塗り層に、カチオン性物質を加えると、感熱記録体の表面
強度が更に改善されることを見出した。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本発明者らの検討によれば、上記のように既に完成させた感熱記録体（国際公開ＷＯ２
０１５／１４１４９７）の下塗り層に、更にカチオン性物質を加えることにより、静電的
相互作用による顔料粒子の凝集体が生成し、下塗り層中または支持体への顔料の沈み込み
が緩和されることにより感熱記録体の表面強度が更に向上すると考えられる。
　このカチオン性物質がエピクロロヒドリン系樹脂の場合、エピクロロヒドリン系樹脂中
に形成されるアゼチジニウム環により静電的相互作用がより強く発現するため、上記効果
は他のカチオン性物質を使用した場合より顕著になると考えられる。
　すなわち、本発明は、支持体、該支持体上に設けられた、顔料とバインダーとを主成分
として含有し、更にカチオン性物質を含有する下塗り層、及び該下塗り層上に設けられた
、無色ないし淡色の電子供与性ロイコ染料と電子受容性顕色剤とを主成分として含有する
感熱記録層、を有する感熱記録体であって、該下塗り層が含有する顔料が、紡錘形状の一
次粒子が放射状に凝集して二次粒子を形成して成るロゼッタ型軽質炭酸カルシウムであり
、その嵩密度が２４０ｇ／Ｌ以下であり、該カチオン性物質がエピクロロヒドリン系樹脂
である感熱記録体である。
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【発明を実施するための最良の形態】
【０００６】
　本発明の感熱記録体は、支持体、この支持体上に設けられた下塗り層、及びこの下塗り
層上に設けられた感熱記録層から成る。
　この下塗り層は、顔料とバインダーとを主成分として含有し、この顔料は、紡錘形状の
一次粒子が放射状に凝集して二次粒子を形成して成るロゼッタ型軽質炭酸カルシウムであ
る。
　また、このロゼッタ型軽質炭酸カルシウムの嵩密度は２４０ｇ／Ｌ以下であり、好まし
くは１５０～２２０ｇ／Ｌである。この嵩密度は、ＪＩＳ－Ｋ－５１０１－１２－１（顔
料試験方法－第１２部：見掛け密度又は見掛け比容－第１節：静置法）に従って測定する
。
【０００７】
　本発明で使用するロゼッタ型軽質炭酸カルシウムは、紡錘形状の軽質炭酸カルシウムの
一次粒子が放射状に凝集して、二次粒子を形成して成るものであり、放射状とは、例えば
上記二次粒子の中心近傍から、各一次粒子の長手方向が放射状に伸びたものを指す。
　本発明で使用するロゼッタ型軽質炭酸カルシウムは、例えば、Ｓｐｅｃｉａｌｔｙ　Ｍ
ｉｎｅｒａｌｓ　Ｉｎｃ．社製アルバカーＬＯ（嵩密度：２１０ｇ／Ｌ）や奥多摩工業社
製ＴＰ２２１ＢＭ（嵩密度２３０ｇ／Ｌ）等として入手可能である。
　なお、ロゼッタ型軽質炭酸カルシウムを、ボールミル、アトライター、サンドグライダ
ー等の公知の粉砕装置による粉砕処理を施して使用してもよい。
【０００８】
　本発明の下塗り層には、本発明のロゼッタ型軽質炭酸カルシウム以外の顔料を用いても
よい。ロゼッタ型軽質炭酸カルシウム以外の顔料として、例えば、不定形状の二次粒子を
形成して成る軽質炭酸カルシウム、針状の一次粒子が放射状に凝集して二次粒子を形成し
て成る毬栗状の軽質炭酸カルシウム、二次粒子を形成せず、紡錘形状、針状、柱状、角状
、球状等の形状の一次粒子から成る軽質炭酸カルシウム、重質炭酸カルシウム、（焼成）
カオリン、クレー、タルク、シリカ、酸化アルミニウム、酸化亜鉛、酸化チタン、炭酸マ
グネシウム、水酸化アルミニウム、水酸化マグネシウム、珪酸アルミニウム、珪酸マグネ
シウム、珪酸カルシウム等が挙げられる。これらの顔料は単独又は２種以上混合して使用
することもできる。
　下塗り層が、本発明のロゼッタ型軽質炭酸カルシウム以外の顔料を含有する場合、本発
明のロゼッタ型軽質炭酸カルシウムの含有量は、下塗り層が含有する全顔料（本発明のロ
ゼッタ型軽質炭酸カルシウムを含む）の５０重量％以上が好ましく、７０重量％以上がよ
り好ましく、９０重量％以上が特に好ましい。
【０００９】
　本発明の下塗り層は、更にカチオン性物質を含有する。本発明におけるカチオン性物質
とは、水に溶解又は分散させた時にカチオン性を示す物質である。
　本発明の下塗り層が、更にカチオン性物質を含有することにより、静電的相互作用の発
現が強く、顔料凝集体が形成しやすくなると考えられる。
　このカチオン性物質として、エピクロロヒドリン系樹脂、カチオン性サイズ剤、カチオ
ン化澱粉、水溶性金属塩、カチオン性ポリアクリルアミドなどが挙げられる。本発明にお
いて、このカチオン性物質は、エピクロロヒドリン系樹脂である。
【００１０】
　このエピクロロヒドリン系樹脂として、ポリアミドエピクロロヒドリン樹脂、ポリアミ
ンエピクロロヒドリン樹脂などを挙げることができ、好ましくはポリアミドエピクロロヒ
ドリン樹脂又はポリアミンエピクロロヒドリン樹脂である。これらは単独で使用又は併用
してもよい。また、エピクロロヒドリン系樹脂の主鎖に存在するアミンとしては第１級か
ら第４級までのものを使用することができ、特に制限はない。このエピクロロヒドリン系
樹脂の具体例としては、スミレーズレジン６５０（３０）、スミレーズレジン６７５Ａ、
スミレーズレジン６６１５（以上、住友化学社製）、ＷＳ４００２、ＷＳ４０１０、ＷＳ



(5) JP 2017-56726 A 2017.3.23

10

20

30

40

50

４０１１、ＷＳ４０２０、ＷＳ４０２４、ＷＳ４０３０、ＷＳ４０４６、ＷＳ４０１０、
ＣＰ８９７０（以上、星光ＰＭＣ社製）などが挙げられる。
【００１１】
　このカチオン性サイズ剤として、スチレン系サイズ剤、アクリル系サイズ剤、スチレン
アクリレート系サイズ剤などを挙げることができ、好ましくはスチレン系サイズ剤又はス
チレンアクリレート系サイズ剤である。これらは単独で使用又は併用してもよい。このカ
チオン性サイズ剤の具体例としては、ポリマロン３６０（スチレン系サイズ剤）（荒川化
学工業社製）、ＳＥ２２５０（エマルジョン型スチレンアクリレート系サイズ剤）、ＳＳ
２７５３（溶液型スチレンアクリレート系サイズ剤）（以上、星光ＰＭＣ社製）などが挙
げられる。
【００１２】
　ポリアクリルアミドには、アニオン性ポリアクリルアミド、ノニオン性ポリアクリルア
ミド、カチオン性ポリアクリルアミドなどがあるが、静電的相互作用の発現が強いカチオ
ン性ポリアクリルアミドを用いることが好ましい。
　本発明のカチオン性ポリアクリルアミドは、ポリマー中にカチオン性基を主体に有する
が、上述のとおり、水に溶解又は分散させた時にカチオン性を示せば、ポリマー中にアニ
オン性基を有していてもよい。
　カチオン性ポリアクリルアミドの分子量は特に限定されないが、本発明では１０万～６
００万程度のものを使用すると静電的相互作用が適度に発現するため好ましい。
　本発明で使用するカチオン性ポリアクリルアミドの具体例としては、ＤＨ４１６２、Ｄ
Ｈ４１９６、ＨＧ５３２４（以上、星光ＰＭＣ社製）、ハリフィックスＵＦ－５７０（以
上、ハリマ化成社製）などが挙げられる。これらは単独で使用又は併用してもよい。
【００１３】
　このカチオン化澱粉は、澱粉をカチオン化したものであり、澱粉のカチオン化には、カ
チオン化剤としてグリシジル基を有する４級アンモニウム化合物などのアンモニウム塩や
アミン塩を用いる方法が知られている。このカチオン化澱粉の具体例としては、アミロフ
ァックスＴ２６００、アミロファックス００（以上、アベベジャパン社製）、ネオタック
＃２０Ｔ、ネオタック＃３０Ｔ、ネオタック＃４０Ｔ（以上、日本食品化工社製）、エー
スディンＨＰ－１００、エースディンＨＰ－１５０、エースディンＨＰ－ＳＰ２０（以上
、大和化学工業社製）などが挙げられる。これらは単独で使用又は併用してもよい。
【００１４】
　この水溶性金属塩として、塩化カルシウム、硝酸カルシウム、乳酸カルシウム、塩化ア
ルミニウム、硝酸アルミニウム、硫酸アルミニウム、乳酸アルミニウム、塩化マグネシウ
ム、硝酸マグネシウム、硫酸マグネシウム、乳酸マグネシウムなどを用いることができ、
好ましくは硫酸マグネシウム又は硫酸アルミニウムを用いる。これらは単独で使用又は併
用してもよい。
【００１５】
　また、本発明の下塗り層に、更に有機中空粒子を含有させてもよい。下塗り層に、有機
中空粒子を含有させると、白紙部の耐熱変色性が更に向上すると共に、下塗り層の断熱性
が向上して、発色感度に優れた感熱記録体が得られる。
　この有機中空粒子は、熱可塑性樹脂を殻とし、内部に空気その他の気体を含有するもの
であり、既に発泡状態となっている微小中空粒子である。
　熱可塑性樹脂の例としては、ポリスチレン、ポリ塩化ビニル、ポリ塩化ビニリデン、ポ
リ酢酸ビニル、ポリアクリル酸エステル、ポリアクリロニトリル、ポリブタジエン、ある
いはこれらの共重合体を挙げることが可能である。特にポリスチレン等のスチレン系樹脂
、ポリアクリル酸エステルやポリアクリルニトリル等のアクリル系樹脂、これらの共重合
体、あるいはポリ塩化ビニリデンとポリアクリロニトリルを主体とする共重合体樹脂が好
ましい。このような有機中空粒子は、具体的にはＪＳＲ社製商品名ＳＸ８７８２、日本ゼ
オン社製商品名ＭＨ５０５５、ＭＨ８１０３Ｋ、ローム＆ハースジャパン社製商品名ロー
ペイクＨＰ－９１等として入手可能である。
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【００１６】
　有機中空粒子の中空率は４０～９０％が好ましく、４５～９０％がより好ましい。中空
率が４０％未満であると断熱性が不十分となり、サーマルヘッド等からの熱エネルギーが
支持体を通じて感熱記録体の外へ放出されやすいため、白紙部の耐熱変色性や発色感度に
対して十分な効果が得られないことがある。
　ここで、中空率とは、中空粒子の外径と内径から算出され、中空率＝（中空粒子の内径
／中空粒子の外径）３×１００（％）で示される。
【００１７】
　有機中空粒子の平均粒子径は０．５～１０μｍが好ましく、１～５μｍがより好ましい
。平均粒子径が１０μｍより大きいと、下塗り層上に形成される感熱記録層表面の平滑性
が低下し、感熱記録体とサーマルヘッド等との密着性が低下するため十分な効果が得られ
ないことがある。また、平均粒子径が０．５μｍより小さいと、中空粒子に含有される上
記気体の量が少ないため、十分な効果が得られないことがある。
　ここで、平均粒子径とは、粒子を径により２つに区分した際、大きい側と小さい側の粒
子が等量（体積基準）となるメジアン径ｄ５０で示され、レーザー回折式粒度分布測定装
置によって測定することができる。
【００１８】
　下塗り層で使用するバインダーとしては、完全ケン化ポリビニルアルコール、部分ケン
化ポリビニルアルコール、カルボキシル変性ポリビニルアルコール、シラノール変性ポリ
ビニルアルコール、カチオン変性ポリビニルアルコール、末端アルキル変性ポリビニルア
ルコールなどのポリビニルアルコール類、ヒドロキシエチルセルロース、メチルセルロー
ス、エチルセルロース、カルボキシメチルセルロース、アセチルセルロースなどのセルロ
ースエーテル及びその誘導体、澱粉、酵素変性澱粉、熱化学変性澱粉、酸化澱粉、エステ
ル化澱粉、エーテル化澱粉（例えば、ヒドロキシエチル化澱粉など）などの澱粉類、ポリ
アクリルアミド、アニオン性ポリアクリルアミド、両性ポリアクリルアミドなどのポリア
クリルアミド類などの水溶性樹脂；ポリエステルポリウレタン系樹脂、ポリエーテルポリ
ウレタン系樹脂、ポリウレタン系アイオノマー樹脂などのウレタン系樹脂、スチレン－ブ
タジエン共重合体、スチレン－ブタジエン－アクリロニトリル共重合体、スチレン－ブタ
ジエン－アクリル共重合体などのスチレン－ブタジエン系樹脂、（メタ）アクリル酸及び
、（メタ）アクリロニトリルなどの（メタ）アクリル酸と共重合可能な単量体成分から成
るアクリル系樹脂、エチレン、プロピレン、ブチレンなどのオレフィン及び、（メタ）ア
クリル酸、マレイン酸、イタコン酸、フマル酸などの不飽和カルボン酸などのオレフィン
と共重合体可能な単量体成分から成るポリオレフィン系樹脂、ポリ酢酸ビニル、塩化ビニ
ル－酢酸ビニル共重合体、ポリ塩化ビニル、ポリ塩化ビニリデン、ポリアクリル酸エステ
ル、ポリスチロース及びそれらの共重合体、シリコーン樹脂、石油樹脂、テルペン樹脂、
ケトン樹脂、クマロン樹脂などの非水溶性樹脂を例示することができる。
　これらの中で、水溶性樹脂としては、ポリビニルアルコール類、セルロースエーテル及
びその誘導体、澱粉類が好ましく、ポリビニルアルコール類がより好ましい。水溶性樹脂
は水などの溶媒に溶解して使用することができる。
　また、非水溶性樹脂としては、スチレン－ブタジエン系樹脂、アクリル系樹脂、ポリオ
レフィン系樹脂が好ましく、スチレン－ブタジエン系樹脂がより好ましい。非水溶性樹脂
は、水又は他の媒体中に乳化又はペースト状に分散したエマルションとして使用すること
ができる。
　これらのバインダーは、要求品質に応じて２種類以上を併用してもよい。
【００１９】
　本発明の下塗り層に使用するバインダーとして、水溶性樹脂と非水溶性樹脂とを一定比
率で併用することが好ましい。
　水溶性樹脂／非水溶性樹脂の重量比（固形分）は、好ましくは３５／１００以下、より
好ましくは３／１００～３０／１００、更に好ましくは５／１００～２５／１００である
。
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水溶性樹脂／非水溶性樹脂の重量比が３５／１００を超えて大きくなると、耐熱変色性、
印字画質、耐ヘッドカス性が低下する傾向がある。
　また、水溶性樹脂が３／１００未満であると、後述のマイグレーションの抑止効果が十
分に得られず、塗工層の強度が低下することがある。
【００２０】
　ポリビニルアルコール類などの水溶性樹脂は、一般的に粘性や保水性が高く、本発明の
特定の形状と嵩密度を有する顔料を含有する下塗り層の空隙に浸透、定着しやすい。その
ため、下塗り層の空隙を埋めてしまい、耐熱変色性、印字画質、耐ヘッドカス性を低下さ
せると考えられる。
　一方、スチレン－ブタジエン系樹脂などの非水溶性樹脂は、一般的に粘性や保水性が低
く、本発明の特定の形状と嵩密度を有する顔料を含有する下塗り層を貫通して支持体にま
で浸透してしまう、いわゆるマイグレーションが発生しやすい。
　水溶性樹脂と非水溶性樹脂の配合比を適度に調整して併用することにより、マイグレー
ションを抑制しながら下塗り層を嵩高（低密度）状態とすることができ、適度な耐熱変色
性、印字画質、耐ヘッドカス性を得ることができると考えられる。
【００２１】
　本発明においては、上記課題に対する所望の効果を阻害しない範囲で、下塗り層に分散
剤、可塑剤、増粘剤、界面活性剤、滑剤、ｐＨ調整剤、消泡剤、保水剤、防腐剤、着色染
料、紫外線吸収剤、酸化防止剤、撥水撥油剤等の各種助剤を使用することができる。
【００２２】
　下塗り層で使用する顔料、及びバインダーの量は、要求される性能及び記録適性に従っ
て決定され、特に限定されるものではないが、通常、下塗り層の全固形分１００重量部に
対して、顔料は固形分で５０～９５重量部であり、好ましくは７０～９０重量部である。
バインダーの含有量は、好ましくは固形分で７～３０重量部、より好ましくは１０～２５
重量部である。
　本発明の下塗り層中のカチオン性物質の含有量は、下塗り層が含有するロゼッタ型軽質
炭酸カルシウム１００重量部に対し、固形分で、好ましくは０．５～３．０重量部である
。この含有量は、固形分で、０．５～２．５重量部であると、顔料の凝集体が形成しやす
くなるためより好ましく、更に好ましくは１．０～２．０重量部である。
　下塗り層に更に有機中空粒子を含有させる場合は、下塗り層の全固形分１００重量部に
対する有機中空粒子の含有量は、好ましくは固形分で１～１８重量部、より好ましくは３
～１５重量部である。有機中空粒子の含有量を多くすると発色感度が向上する傾向が見ら
れるが、含有量が１８重量部を超えると、サーマルヘッド等にカスが付着して、印字走行
性（耐ヘッドカス性）が低下することがある。
【００２３】
　本発明において、支持体及び支持体上に下塗り層を塗工する手段は特に限定されるもの
ではなく、紙、再生紙、プラスチックフィルム、合成紙等の適当な材質の支持体上に、周
知慣用技術に従って塗工することができる。例えばエアーナイフコーター、ロッドブレー
ドコーター、ベントブレードコーター、ベベルブレードコーター、ロールコーター、カー
テンコーターなど各種コーターを備えたオフマシン塗工機、オンマシン塗工機から適宜選
択、使用可能であるが、ロッドブレードコーター、ベントブレードコーター、ベベルブレ
ードコーター等のブレード塗工機を使用すると、高濃度での塗工が可能であるため下塗り
層塗工液が支持体に浸透しにくく、均一な下塗り層が形成されるため好ましい。
　下塗り層の塗工量は、要求される性能及び記録適性に従って決定され、特に限定される
ものではないが、一般的な塗工量は固形分で１～１５ｇ／ｍ２程度、好ましくは４～１０
ｇ／ｍ２である。
【００２４】
　次に、本発明の感熱記録体の感熱記録層で使用される各種材料を例示するが、バインダ
ー、架橋剤、顔料などは上記課題に対する所望の効果を阻害しない範囲で、必要に応じて
設けられた各塗工層にも使用することが可能である。
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【００２５】
　顕色剤としては、従来の感圧あるいは感熱記録紙の分野で公知のものがすべて使用可能
であり、特に制限されるものではないが、例えば、活性白土、アタパルジャイト、コロイ
ダルシリカ、珪酸アルミニウムなどの無機酸性物質、４，４'－イソプロピリデンジフェ
ノール、１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）シクロヘキサン、２，２－ビス（４－
ヒドロキシフェニル）－４－メチルペンタン、４，４'－ジヒドロキシジフェニルスルフ
ィド、ヒドロキノンモノベンジルエーテル、４－ヒドロキシ安息香酸ベンジル、４，４'
－ジヒドロキシジフェニルスルホン、２，４'－ジヒドロキシジフェニルスルホン、４－
ヒドロキシ－４'－イソプロポキシジフェニルスルホン、４－ヒドロキシ－４'－ｎ－プロ
ポキシジフェニルスルホン、ビス（３－アリル－４－ヒドロキシフェニル）スルホン、４
－ヒドロキシ－４'－メチルジフェニルスルホン、４－ヒドロキシフェニル－４'－ベンジ
ルオキシフェニルスルホン、３，４－ジヒドロキシフェニル－４'－メチルフェニルスル
ホン、１－［４－（４－ヒドロキシフェニルスルホニル）フェノキシ］－４－［４－（４
－イソプロポキシフェニルスルホニル）フェノキシ］ブタン、特開２００３－１５４７６
０号公報記載のフェノール縮合組成物、特開平８－５９６０３号公報記載のアミノベンゼ
ンスルホンアミド誘導体、ビス（４－ヒドロキシフェニルチオエトキシ）メタン、１，５
－ジ（４－ヒドロキシフェニルチオ）－３－オキサペンタン、ビス（ｐ－ヒドロキシフェ
ニル）酢酸ブチル、ビス（ｐ－ヒドロキシフェニル）酢酸メチル、１，１－ビス（４－ヒ
ドロキシフェニル）－１－フェニルエタン、１，４－ビス［α－メチル－α－（４'－ヒ
ドロキシフェニル）エチル］ベンゼン、１，３－ビス［α－メチル－α－（４'－ヒドロ
キシフェニル）エチル］ベンゼン、ジ（４－ヒドロキシ－３－メチルフェニル）スルフィ
ド、２，２'－チオビス（３－tert－オクチルフェノール）、２，２'－チオビス（４－te
rt－オクチルフェノール）、ＷＯ９７／１６４２０号に記載のジフェニルスルホン架橋型
化合物等のフェノール性化合物、ＷＯ０２／０８１２２９号あるいは特開２００２－３０
１８７３号公報記載の化合物、またＮ，Ｎ'－ジ－ｍ－クロロフェニルチオウレア等のチ
オ尿素化合物、ｐ－クロロ安息香酸、没食子酸ステアリル、ビス［４－（ｎ－オクチルオ
キシカルボニルアミノ）サリチル酸亜鉛］２水和物、４－［２－（ｐ－メトキシフェノキ
シ）エチルオキシ］サリチル酸、４－［３－（ｐ－トリルスルホニル）プロピルオキシ］
サリチル酸、５－［ｐ－（２－ｐ－メトキシフェノキシエトキシ）クミル］サリチル酸の
芳香族カルボン酸、及びこれらの芳香族カルボン酸の亜鉛、マグネシウム、アルミニウム
、カルシウム、チタン、マンガン、スズ、ニッケル等の多価金属塩との塩、さらにはチオ
シアン酸亜鉛のアンチピリン錯体、テレフタルアルデヒド酸と他の芳香族カルボン酸との
複合亜鉛塩等が挙げられる。これらの顕色剤は、単独又は２種以上混合して使用すること
もできる。１－［４－（４－ヒドロキシフェニルスルホニル）フェノキシ］－４－［４－
（４－イソプロポキシフェニルスルホニル）フェノキシ］ブタンは、例えば、株式会社エ
ーピーアイコーポレーション製商品名ＪＫＹ－２１４として入手可能であり、特開２００
３－１５４７６０号公報記載のフェノール縮合組成物は、例えば、株式会社エーピーアイ
コーポレーション製商品名ＪＫＹ－２２４として入手可能であり、国際公開ＷＯ９７／１
６４２０号に記載のジフェニルスルホン架橋型化合物は、日本曹達（株）製商品名Ｄ－９
０として入手可能である。また、ＷＯ０２／０８１２２９号等に記載の化合物は、日本曹
達（株）製商品名ＮＫＫ－３９５、Ｄ－１００として入手可能である。この他、特開平１
０－２５８５７７号公報記載の高級脂肪酸金属複塩や多価ヒドロキシ芳香族化合物などの
金属キレート型発色成分を含有することもできる。
【００２６】
　ロイコ染料としては、従来の感圧あるいは感熱記録紙分野で公知のものは全て使用可能
であり、特に制限されるものではないが、トリフェニルメタン系化合物、フルオラン系化
合物、フルオレン系化合物、ジビニル系化合物等が好ましい。以下に代表的な無色ないし
淡色の染料（染料前駆体）の具体例を示す。また、これらの染料前駆体は単独又は２種以
上混合して使用してもよい。
【００２７】
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＜トリフェニルメタン系ロイコ染料＞
　３，３－ビス（ｐ－ジメチルアミノフェニル）－６－ジメチルアミノフタリド〔別名ク
リスタルバイオレットラクトン〕、３，３－ビス（ｐ－ジメチルアミノフェニル）フタリ
ド〔別名マラカイトグリーンラクトン〕
【００２８】
＜フルオラン系ロイコ染料＞
　３－ジエチルアミノ－６－メチルフルオラン、３－ジエチルアミノ－６－メチル－７－
アニリノフルオラン、３－ジエチルアミノ－６－メチル－７－（ｏ，ｐ－ジメチルアニリ
ノ）フルオラン、３－ジエチルアミノ－６－メチル－７－クロロフルオラン、３－ジエチ
ルアミノ－６－メチル－７－（ｍ－トリフルオロメチルアニリノ）フルオラン、３－ジエ
チルアミノ－６－メチル－７－（ｏ－クロロアニリノ）フルオラン、３－ジエチルアミノ
－６－メチル－７－（ｐ－クロロアニリノ）フルオラン、３－ジエチルアミノ－６－メチ
ル－７－（ｏ－フルオロアニリノ）フルオラン、３－ジエチルアミノ－６－メチル－７－
（ｍ－メチルアニリノ）フルオラン、３－ジエチルアミノ－６－メチル－７－ｎ－オクチ
ルアニリノフルオラン、３－ジエチルアミノ－６－メチル－７－ｎ－オクチルアミノフル
オラン、３－ジエチルアミノ－６－メチル－７－ベンジルアミノフルオラン、３－ジエチ
ルアミノ－６－メチル－７－ジベンジルアミノフルオラン、３－ジエチルアミノ－６－ク
ロロ－７－メチルフルオラン、３－ジエチルアミノ－６－クロロ－７－アニリノフルオラ
ン、３－ジエチルアミノ－６－クロロ－７－ｐ－メチルアニリノフルオラン、３－ジエチ
ルアミノ－６－エトキシエチル－７－アニリノフルオラン、３－ジエチルアミノ－７－メ
チルフルオラン、３－ジエチルアミノ－７－クロロフルオラン、３－ジエチルアミノ－７
－（ｍ－トリフルオロメチルアニリノ）フルオラン、３－ジエチルアミノ－７－（ｏ－ク
ロロアニリノ）フルオラン、３－ジエチルアミノ－７－（ｐ－クロロアニリノ）フルオラ
ン、３－ジエチルアミノ－７－（ｏ－フルオロアニリノ）フルオラン、３－ジエチルアミ
ノ－ベンゾ〔ａ〕フルオラン、３－ジエチルアミノ－ベンゾ〔ｃ〕フルオラン、３－ジブ
チルアミノ－６－メチル－フルオラン、３－ジブチルアミノ－６－メチル－７－アニリノ
フルオラン、３－ジブチルアミノ－６－メチル－７－（ｏ，ｐ－ジメチルアニリノ）フル
オラン、３－ジブチルアミノ－６－メチル－７－（ｏ－クロロアニリノ）フルオラン、３
－ジブチルアミノ－６－メチル－７－（ｐ－クロロアニリノ）フルオラン、３－ジブチル
アミノ－６－メチル－７－（ｏ－フルオロアニリノ）フルオラン、３－ジブチルアミノ－
６－メチル－７－（ｍ－トリフルオロメチルアニリノ）フルオラン、３－ジブチルアミノ
－６－メチル－７－クロロフルオラン、３－ジブチルアミノ－６－エトキシエチル－７－
アニリノフルオラン、３－ジブチルアミノ－６－クロロ－７－アニリノフルオラン、３－
ジブチルアミノ－６－メチル－７－ｐ－メチルアニリノフルオラン、３－ジブチルアミノ
－７－（ｏ－クロロアニリノ）フルオラン、３－ジブチルアミノ－７－（ｏ－フルオロア
ニリノ）フルオラン、３－ジ－ｎ－ペンチルアミノ－６－メチル－７－アニリノフルオラ
ン、３－ジ－ｎ－ペンチルアミノ－６－メチル－７－（ｐ－クロロアニリノ）フルオラン
、３－ジ－ｎ－ペンチルアミノ－７－（ｍ－トリフルオロメチルアニリノ）フルオラン、
３－ジ－ｎ－ペンチルアミノ－６－クロロ－７－アニリノフルオラン、３－ジ－ｎ－ペン
チルアミノ－７－（ｐ－クロロアニリノ）フルオラン、３－ピロリジノ－６－メチル－７
－アニリノフルオラン、３－ピペリジノ－６－メチル－７－アニリノフルオラン、３－（
Ｎ－メチル－Ｎ－プロピルアミノ）－６－メチル－７－アニリノフルオラン、３－（Ｎ－
メチル－Ｎ－シクロヘキシルアミノ）－６－メチル－７－アニリノフルオラン、３－（Ｎ
－エチル－Ｎ－シクロヘキシルアミノ）－６－メチル－７－アニリノフルオラン、３－（
Ｎ－エチル－Ｎ－キシルアミノ）－６－メチル－７－（ｐ－クロロアニリノ）フルオラン
、３－（Ｎ－エチル－ｐ－トルイディノ）－６－メチル－７－アニリノフルオラン、３－
（Ｎ－エチル－Ｎ－イソアミルアミノ）－６－メチル－７－アニリノフルオラン、３－（
Ｎ－エチル－Ｎ－イソアミルアミノ）－６－クロロ－７－アニリノフルオラン、３－（Ｎ
－エチル－Ｎ－テトラヒドロフルフリルアミノ）－６－メチル－７－アニリノフルオラン
、３－（Ｎ－エチル－Ｎ－イソブチルアミノ）－６－メチル－７－アニリノフルオラン、
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３－（Ｎ－エチル－Ｎ－エトキシプロピルアミノ）－６－メチル－７－アニリノフルオラ
ン、３－シクロヘキシルアミノ－６－クロロフルオラン、２－（４－オキサヘキシル）－
３－ジメチルアミノ－６－メチル－７－アニリノフルオラン、２－（４－オキサヘキシル
）－３－ジエチルアミノ－６－メチル－７－アニリノフルオラン、２－（４－オキサヘキ
シル）－３－ジプロピルアミノ－６－メチル－７－アニリノフルオラン、２－メチル－６
－ｐ－（ｐ－ジメチルアミノフェニル）アミノアニリノフルオラン、２－メトキシ－６－
ｐ－（ｐ－ジメチルアミノフェニル）アミノアニリノフルオラン、２－クロロ－３－メチ
ル－６－ｐ－（ｐ－フェニルアミノフェニル）アミノアニリノフルオラン、２－クロロ－
６－ｐ－（ｐ－ジメチルアミノフェニル）アミノアニリノフルオラン、２－ニトロ－６－
ｐ－（ｐ－ジエチルアミノフェニル）アミノアニリノフルオラン、２－アミノ－６－ｐ－
（ｐ－ジエチルアミノフェニル）アミノアニリノフルオラン、２－ジエチルアミノ－６－
ｐ－（ｐ－ジエチルアミノフェニル）アミノアニリノフルオラン、２－フェニル－６－メ
チル－６－ｐ－（ｐ－フェニルアミノフェニル）アミノアニリノフルオラン、２－ベンジ
ル－６－ｐ－（ｐ－フェニルアミノフェニル）アミノアニリノフルオラン、２－ヒドロキ
シ－６－ｐ－（ｐ－フェニルアミノフェニル）アミノアニリノフルオラン、３－メチル－
６－ｐ－（ｐ－ジメチルアミノフェニル）アミノアニリノフルオラン、３－ジエチルアミ
ノ－６－ｐ－（ｐ－ジエチルアミノフェニル）アミノアニリノフルオラン、３－ジエチル
アミノ－６－ｐ－（ｐ－ジブチルアミノフェニル）アミノアニリノフルオラン、２，４－
ジメチル－６－〔（４－ジメチルアミノ）アニリノ〕－フルオラン
【００２９】
＜フルオレン系ロイコ染料＞
　３，６，６'－トリス（ジメチルアミノ）スピロ〔フルオレン－９，３'－フタリド〕、
３，６，６'－トリス（ジエチルアミノ）スピロ〔フルオレン－９，３'－フタリド〕
【００３０】
＜ジビニル系ロイコ染料＞
　３，３－ビス－〔２－（ｐ－ジメチルアミノフェニル）－２－（ｐ－メトキシフェニル
）エテニル〕－４，５，６，７－テトラブロモフタリド、３，３－ビス－〔２－（ｐ－ジ
メチルアミノフェニル）－２－（ｐ－メトキシフェニル）エテニル〕－４，５，６，７－
テトラクロロフタリド、３，３－ビス－〔１，１－ビス（４－ピロリジノフェニル）エチ
レン－２－イル〕－４，５，６，７－テトラブロモフタリド、３，３－ビス－〔１－（４
－メトキシフェニル）－１－（４－ピロリジノフェニル）エチレン－２－イル〕－４，５
，６，７－テトラクロロフタリド
【００３１】
＜その他＞
　３－（４－ジエチルアミノ－２－エトキシフェニル）－３－（１－エチル－２－メチル
インドール－３－イル）－４－アザフタリド、３－（４－ジエチルアミノ－２－エトキシ
フェニル）－３－（１－オクチル－２－メチルインドール－３－イル）－４－アザフタリ
ド、３－（４－シクロヘキシルエチルアミノ－２－メトキシフェニル）－３－（１－エチ
ル－２－メチルインドール－３－イル）－４－アザフタリド、３，３－ビス（１－エチル
－２－メチルインドール－３－イル）フタリド、３，６－ビス（ジエチルアミノ）フルオ
ラン－γ－（３'－ニトロ）アニリノラクタム、３，６－ビス（ジエチルアミノ）フルオ
ラン－γ－（４'－ニトロ）アニリノラクタム、１，１－ビス－〔２'，２'，２''，２''
－テトラキス－（ｐ－ジメチルアミノフェニル）－エテニル〕－２，２－ジニトリルエタ
ン、１，１－ビス－〔２'，２'，２''，２''－テトラキス－（ｐ－ジメチルアミノフェニ
ル）－エテニル〕－２－β－ナフトイルエタン、１，１－ビス－〔２'，２'，２''，２''
－テトラキス－（ｐ－ジメチルアミノフェニル）－エテニル〕－２，２－ジアセチルエタ
ン、ビス－〔２，２，２'，２'－テトラキス－（ｐ－ジメチルアミノフェニル）－エテニ
ル〕－メチルマロン酸ジメチルエステル
【００３２】
　増感剤としては、従来公知の増感剤を使用することができる。かかる増感剤としては、
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ステアリン酸アミド、パルミチン酸アミド等の脂肪酸アマイド、エチレンビスアミド、モ
ンタン酸ワックス、ポリエチレンワックス、１，２－ビス－（３－メチルフェノキシ）エ
タン、ｐ－ベンジルビフェニル、β－ベンジルオキシナフタレン、４－ビフェニル－ｐ－
トリルエーテル、ｍ－ターフェニル、１，２－ジフェノキシエタン、シュウ酸ジベンジル
、シュウ酸ジ（ｐ－クロロベンジル）、シュウ酸ジ（ｐ－メチルベンジル）、テレフタル
酸ジベンジル、ｐ－ベンジルオキシ安息香酸ベンジル、ジ－ｐ－トリルカーボネート、フ
ェニル－α－ナフチルカーボネート、１，４－ジエトキシナフタレン、１－ヒドロキシ－
２－ナフトエ酸フェニルエステル、ｏ－キシレン－ビス－（フェニルエーテル）、４－（
ｍ－メチルフェノキシメチル）ビフェニル、４，４'－エチレンジオキシ－ビス－安息香
酸ジベンジルエステル、ジベンゾイルオキシメタン、１，２－ジ（３－メチルフェノキシ
）エチレン、ビス［２－（４－メトキシ－フェノキシ）エチル］エーテル、ｐ－ニトロ安
息香酸メチル、ｐ－トルエンスルホン酸フェニル、ｏ－トルエンスルホンアミド、ｐ－ト
ルエンスルホンアミドなどを例示することができる。これらの増感剤は、単独又は２種以
上混合して使用してもよい。
【００３３】
　顔料としては、カオリン、焼成カオリン、炭酸カルシウム、酸化アルミニウム、酸化チ
タン、炭酸マグネシウム、珪酸アルミニウム、珪酸マグネシウム、珪酸カルシウム、水酸
化アルミニウム、シリカ等が挙げられ、要求品質に応じて併用することもできる。
【００３４】
　バインダーとしては、完全ケン化型ポリビニルアルコール、部分ケン化型ポリビニルア
ルコール、アセトアセチル変性ポリビニルアルコール、カルボキシ変性ポリビニルアルコ
ール、アマイド変性ポリビニルアルコール、スルホン酸変性ポリビニルアルコール、ブチ
ラール変性ポリビニルアルコール、オレフィン変性ポリビニルアルコール、ニトリル変性
ポリビニルアルコール、ピロリドン変性ポリビニルアルコール、シリコーン変性ポリビニ
ルアルコール、その他の変性ポリビニルアルコール、ヒドロキシエチルセルロース、メチ
ルセルロース、エチルセルロース、カルボキシメチルセルロース、スチレン－無水マレイ
ン酸共重合体、スチレン－ブタジエン共重合体並びにエチルセルロース、アセチルセルロ
ースのようなセルロース誘導体、カゼイン、アラビヤゴム、酸化澱粉、エーテル化澱粉、
ジアルデヒド澱粉、エステル化澱粉、ポリ塩化ビニル、ポリ酢酸ビニル、ポリアクリルア
ミド、ポリアクリル酸エステル、ポリビニルブチラール、ポリスチロース及びそれらの共
重合体、ポリアミド樹脂、シリコーン樹脂、石油樹脂、テルペン樹脂、ケトン樹脂、クマ
ロン樹脂などを例示することができる。これらの高分子物質は水、アルコール、ケトン類
、エステル類、炭化水素などの溶剤に溶かして使用するほか、水又は他の媒体中に乳化又
はペースト状に分散した状態で使用し、要求品質に応じて併用することもできる。
【００３５】
　架橋剤としては、ポリアミド尿素系樹脂、ポリアルキレンポリアミン樹脂、ポリアルキ
レンポリアミド樹脂、ポリアミンポリ尿素系樹脂、ポリアルキレンポリアミン尿素ホルマ
リン樹脂、又はポリアルキレンポリアミンポリアミドポリ尿素樹脂等のポリアミン／ポリ
アミド系樹脂、グリオキザール、メチロールメラミン、メラミンホルムアルデヒド樹脂、
メラミン尿素樹脂、過硫酸カリウム、過硫酸アンモニウム、過硫酸ソーダ、塩化第二鉄、
塩化マグネシウム、ホウ砂、ホウ酸、ミョウバン、塩化アンモニウムなどを例示すること
ができる。
【００３６】
　滑剤としては、ステアリン酸亜鉛、ステアリン酸カルシウム等の脂肪酸金属塩、ワック
ス類、シリコーン樹脂類などが挙げられる。
【００３７】
　本発明においては、上記課題に対する所望の効果を阻害しない範囲で、画像部の耐油性
等を向上させる安定剤として、４，４'－ブチリデン（６－ｔ－ブチル－３－メチルフェ
ノール）、２，２'－ジ－ｔ－ブチル－５，５'－ジメチル－４，４′－スルホニルジフェ
ノール、１，１，３－トリス（２－メチル－４－ヒドロキシ－５－シクロヘキシルフェニ
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ル）ブタン、１，１，３－トリス（２－メチル－４－ヒドロキシ－５－ｔ－ブチルフェニ
ル）ブタン等を添加することもできる。このほかにベンゾフェノン系やトリアゾール系の
紫外線吸収剤、分散剤、消泡剤、酸化防止剤、蛍光染料等を使用することができる。
【００３８】
　本発明の感熱記録層で使用するロイコ染料、顕色剤、増感剤、その他の各種成分の種類
及び量は、要求される性能及び記録適性に従って決定され、特に限定されるものではない
が、通常、ロイコ染料１重量部に対して顕色剤０．５～１０重量部、増感剤０．１～１０
重量部、顔料０．５～２０重量部、安定化剤０．０１～１０重量部、その他の成分０．０
１～１０重量部程度を使用する。バインダーは感熱記録層固形分中５～２５重量％程度が
適当である。
【００３９】
　本発明において、ロイコ染料、顕色剤並びに必要に応じて添加する材料は、ボールミル
、アトライター、サンドグライダーなどの粉砕機あるいは適当な乳化装置によって数ミク
ロン以下の粒子径になるまで微粒化し、バインダー及び目的に応じて各種の添加材料を加
えて塗工液とする。この塗工液に用いる溶媒としては水あるいはアルコール等を用いるこ
とができ、その固形分は２０～４０重量％程度である。
【００４０】
　本発明の感熱記録体は、支持体上に下塗り層とこの下塗り層上に設けられた感熱記録層
とを有するが、適宜下塗り層、感熱記録層以外の層を設けてもよい。例えば、感熱記録層
上に保護層、支持体の感熱記録層とは反対面にバックコート層などを設けることができる
。
【００４１】
　本発明において、下塗り層以外の塗工層、即ち、感熱記録層、保護層、バックコート層
などを塗工する手段は特に限定されるものではなく、周知慣用技術に従って塗工すること
ができる。例えばエアーナイフコーター、ロッドブレードコーター、ベントブレードコー
ター、ベベルブレードコーター、ロールコーター、カーテンコーターなど各種コーターを
備えたオフマシン塗工機やオンマシン塗工機が適宜選択され使用される。
　下塗り層以外の塗工層の塗工量は、要求される性能及び記録適性に従って決定され、特
に限定されるものではないが、感熱記録層の一般的な塗工量は固形分で２．０～１２．０
ｇ／ｍ２程度であり、保護層の塗工量は固形分で０．５～５．０ｇ／ｍ２が好ましい。
　また、各塗工層の塗工後にスーパーカレンダー掛けなどの平滑化処理を施すなど、感熱
記録体分野における各種公知の技術を必要適宜付加することができる。
【実施例】
【００４２】
　以下、実施例にて本発明を例証するが本発明を限定することを意図するものではない。
なお、各実施例及び比較例中、特にことわらない限り「部」は「重量部」、「％」は「重
量％」を示す。各種分散液、あるいは塗工液を以下のように調製した。
【００４３】
［参考例１］
　下記配合からなる配合物を攪拌分散して、下塗り層塗工液を調製した。
＜下塗り層塗工液１＞
　ロゼッタ型軽質炭酸カルシウム（Ｓｐｅｃｉａｌｔｙ　Ｍｉｎｅｒａｌｓ
　Ｉｎｃ．社製、商品名：アルバカーＬＯ、嵩密度：２１０ｇ／Ｌ）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１００．０部
　スチレン・ブタジエン共重合体ラテックス（日本ゼオン社製、商品名：
　　ＳＴ５５２６、固形分４８％）　　　　　　　　　　　　　４０．０部
　完全ケン化型ポリビニルアルコール水溶液（クラレ社製、商品名：ＰＶＡ
　　１１７、固形分１０％）　　　　　　　　　　　　　　　　３０．０部
　水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１００．０部
【００４４】
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　次いで、下塗り層塗工液１を支持体（坪量６０ｇ／ｍ２の上質紙）の片面に、塗工量が
固形分で１０．０ｇ／ｍ２となるようにベントブレードコーターで塗工した後、乾燥を行
ない、下塗り層塗工紙を得た。
【００４５】
　下記配合の顕色剤分散液（Ａ液）及びロイコ染料分散液（Ｂ液）を、それぞれ別々にサ
ンドグラインダーで平均粒子径が０．５μｍになるまで湿式磨砕を行った。
顕色剤分散液（Ａ液）
　４－ヒドロキシ－４'－イソプロポキシジフェニルスルホン（エーピーア
　　イコーポレーション社製、商品名：ＮＹＤＳ）　　　　　　　６．０部
　完全ケン化型ポリビニルアルコール水溶液（クラレ社製、商品名：ＰＶＡ
　　１１７、固形分１０％）　　　　　　　　　　　　　　　　１８．８部
　水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１．２部
ロイコ染料分散液（Ｂ液）
　３－ジブチルアミノ－６－メチル－７－アニリノフルオラン（山本化成社
　　製、商品名：ＯＤＢ－２）　　　　　　　　　　　　　　　　６．０部
　完全ケン化型ポリビニルアルコール水溶液（クラレ社製、商品名：ＰＶＡ
　　１１７、固形分１０％）　　　　　　　　　　　　　　　　　４．６部
　水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２．６部
【００４６】
　次いで、下記の割合で各分散液を混合して感熱記録層塗工液を調製した。
＜感熱記録層塗工液１＞
　顕色剤分散液（Ａ液）　　　　　　　　　　　　　　　　　　３６．０部
　ロイコ染料分散液（Ｂ液）　　　　　　　　　　　　　　　　１３．２部
　完全ケン化型ポリビニルアルコール水溶液（クラレ社製、商品名：ＰＶＡ
　　１１７、固形分１０％）　　　　　　　　　　　　　　　　２５．０部
　水酸化アルミニウム（昭和電工社製、商品名：ハイジライトＨ－３２、
　　５０％分散液）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２．０部
【００４７】
　次いで、前記下塗り層塗工紙の下塗り層上に、感熱記録層塗工液１を塗工量が固形分で
２．５ｇ／ｍ２となるようにロッドブレードコーターで塗工した後、乾燥を行い、スーパ
ーカレンダーで平滑度が５００～１０００秒になるように処理して感熱記録体を得た。
【００４８】
［実施例１］
　下塗り層塗工液１に、ロゼッタ型軽質炭酸カルシウム１００部に対してポリアミドエピ
クロロヒドリン樹脂（星光ＰＭＣ社製、商品名：ＷＳ４０３０、固形分２５％）を０．８
部（固形分換算で０．２部）追加した以外は、参考例１と同様にして感熱記録体を作製し
た。
［実施例２］
　下塗り層塗工液１に、ロゼッタ型軽質炭酸カルシウム１００部に対してポリアミドエピ
クロロヒドリン樹脂（ＷＳ４０３０）を４．０部（固形分換算で１．０部）追加した以外
は、参考例１と同様にして感熱記録体を作製した。
［実施例３］
　下塗り層塗工液１に、ロゼッタ型軽質炭酸カルシウム１００部に対してポリアミドエピ
クロロヒドリン樹脂（ＷＳ４０３０）を６．０部（固形分換算で１．５部）追加した以外
は、参考例１と同様にして感熱記録体を作製した。
［実施例４］
　下塗り層塗工液１に、ロゼッタ型軽質炭酸カルシウム１００部に対してポリアミドエピ
クロロヒドリン樹脂（ＷＳ４０３０）を１０．０部（固形分換算で２．５部）追加した以
外は、参考例１と同様にして感熱記録体を作製した。
［実施例５］
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　下塗り層塗工液１に、ロゼッタ型軽質炭酸カルシウム１００部に対してポリアミンエピ
クロロヒドリン樹脂（星光ＰＭＣ社製、商品名：ＷＳ４０１０、固形分２０％）を７．５
部（固形分換算で１．５部）追加した以外は、参考例１と同様にして感熱記録体を作製し
た。
【００４９】
［参考例２］
　下塗り層塗工液１中のロゼッタ型軽質炭酸カルシウム（アルバカーＬＯ）に代えてロゼ
ッタ型軽質炭酸カルシウム（Ｓｐｅｃｉａｌｔｙ　Ｍｉｎｅｒａｌｓ　Ｉｎｃ．社製、商
品名：アルバカー５９７０、嵩密度：２５０ｇ／Ｌ）を使用した以外は、参考例１と同様
にして感熱記録体を作製した。
［参考例３］
　下塗り層塗工液１中のロゼッタ型軽質炭酸カルシウム（アルバカーＬＯ）に代えて焼成
クレー（ＢＡＳＦ社製、商品名：アンシレックス９３）を使用した以外は、参考例１と同
様にして感熱記録体を作製した。
【００５０】
［参考例４］
　下塗り層塗工液１に、ロゼッタ型軽質炭酸カルシウム１００部に対して、カチオン性サ
イズ剤（星光ＰＭＣ社製、商品名：ＳＥ２２５０、固形分３５％、以下「カチオン性サイ
ズ剤Ａ」という。）を０．６部（固形分換算で０．２部）追加した以外は、参考例１と同
様にして感熱記録体を作製した。
［参考例５］
　下塗り層塗工液１に、ロゼッタ型軽質炭酸カルシウム１００部に対して、カチオン性サ
イズ剤Ａを２．９部（固形分換算で１．０部）追加した以外は、参考例１と同様にして感
熱記録体を作製した。
［参考例６］
　下塗り層塗工液１に、ロゼッタ型軽質炭酸カルシウム１００部に対して、カチオン性サ
イズ剤Ａを４．３部（固形分換算で１．５部）追加した以外は、参考例１と同様にして感
熱記録体を作製した。
［参考例７］
　下塗り層塗工液１に、ロゼッタ型軽質炭酸カルシウム１００部に対して、カチオン性サ
イズ剤Ａを７．１部（固形分換算で２．５部）追加した以外は、参考例１と同様にして感
熱記録体を作製した。
［参考例８］
　下塗り層塗工液１に、ロゼッタ型軽質炭酸カルシウム１００部に対して、カチオン性サ
イズ剤（星光ＰＭＣ社製、商品名：ＳＳ２７５３、固形分２０％、以下「カチオン性サイ
ズ剤Ｂ」という。）を７．５部（固形分換算で１．５部）追加した以外は、参考例１と同
様にして感熱記録体を作製した。
【００５１】
［参考例９］
　下塗り層塗工液１に、ロゼッタ型軽質炭酸カルシウム１００部に対してカチオン性ポリ
アクリルアミド（星光ＰＭＣ社製、商品名：ＤＨ４１９６、固形分１２％）を１２．５部
（固形分換算で１．５部）追加した以外は、参考例１と同様にして感熱記録体を作製した
。
［参考例１０］
　下塗り層塗工液１に、ロゼッタ型軽質炭酸カルシウム１００部に対してカチオン化澱粉
水溶液（アベベジャパン社製、商品名：アミロファックスＴ２６００、固形分２０％）を
７．５部（固形分換算で１．５部）追加した以外は、参考例１と同様にして感熱記録体を
作製した。
［参考例１１］
　下塗り層塗工液１に、ロゼッタ型軽質炭酸カルシウム１００部に対して硫酸マグネシウ
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ム水溶液（固形分５％）を３０．０部（固形分換算で１．５部）追加した以外は、参考例
１と同様にして感熱記録体を作製した。
【００５２】
　作製した感熱記録体について、下記評価を行った。
＜発色感度（印字濃度）＞
　作製した感熱記録体について、大倉電機社製のＴＨ－ＰＭＤ（感熱記録紙印字試験機、
京セラ社製サーマルヘッドを装着）を用い、印加エネルギー０．２７ｍＪ／ｄｏｔ、印字
速度５０ｍｍ／ｓｅｃでベタ印字した。ベタ印字部の印字濃度をマクベス濃度計（ＲＤ－
９１４、アンバーフィルター使用）で測定し、発色感度を評価した。
【００５３】
＜白紙部の耐熱変色性＞
　作製した感熱記録体について、８０℃の環境下で１時間処理した後、２３℃、５０％Ｒ
Ｈ環境下に３時間静置した。
　非印字部（白紙部）の濃度をマクベス濃度計（ＲＤ－９１４、アンバーフィルター使用
）で測定し、処理前後の値の差から地色発色値を算出し、非印字部（白紙部）の耐熱性を
下記の基準で評価した。評価が良又は可であれば実用上問題はない。
　地色発色値＝（処理後の非印字部の濃度）－（処理前の非印字部の濃度）
　良：地色発色値が０．３未満
　可：地色発色値が０．３以上０．４未満
　不可：地色発色値が０．４以上
【００５４】
＜印字画質＞
　作製した感熱記録体について、大倉電機社製のＴＨ－ＰＭＤ（感熱記録紙印字試験機、
京セラ社製サーマルヘッドを装着）を用い、印加エネルギー０．１５ｍＪ／ｄｏｔ、印字
速度５０ｍｍ／ｓｅｃでベタ印字した。ベタ印字部を目視にて観察し、下記の基準で印字
画質を評価した。評価が優、良、可であれば実用上問題はない。
　優：白抜け部分が観察されない。
　良：多少白抜け部分が観察されるが、全体としてはベタとなっている。
　可：白抜け部分が観察されるが、全体としては概ねベタ状である。
　不可：白抜け部分が多い。
【００５５】
＜印字走行性（耐ヘッドカス性）＞
　作製した感熱記録体について、印字試験機（キヤノン社製、ＨＴ１８０）を用い、－１
０℃の環境下で印加エネルギー０．２０ｍＪ／ｄｏｔでベタ印字した。１ｍ印字後のサー
マルヘッド付着物の状態について目視にて観察し、下記の基準で評価した。評価が優、良
、可であれば実用上問題はない。
　優：付着物がない。
　良：ほとんど付着物がない。
　可：若干の付着物がある。
　不可：付着物が多い。
【００５６】
＜表面強度＞
　作製した感熱記録体について、ＲＩ印刷機（明製作所製、ＲＩ－３型印刷機）にて印刷
用インキ（東洋インキ製造社製、ＰＲＩＮＴＩＮＧ　ＩＮＫ、墨、ＳＭＸ、タック１５）
を１．０ｃｃ用いて感熱記録面に印刷を行った。インキによるピッキング（感熱記録層や
支持体の剥け）の程度を目視にて観察し、下記の基準で評価した。評価が優、良、可であ
れば実用上問題はない。
　優：感熱記録層や支持体の剥けが全くない。
　良：僅かに部分的な感熱記録層の剥けが見られる。
　可：感熱記録層の剥けが散見されるが、支持体の剥けは見られない。
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　不可：感熱記録層の剥けが多い、又は支持体の剥けが見られる。
【００５７】
　評価結果を表１に示す。
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